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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第72期中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。  

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自平成16年 
２月１日 
至平成16年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 
至平成18年 
７月31日 

自平成16年 
２月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成18年 
１月31日 

売上高 （百万円） 20,635 21,880 26,966 41,170 46,356 

経常利益 （百万円） 1,554 1,244 2,045 2,691 2,439 

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△） 
（百万円） 782 △481 1,530 1,234 182 

純資産額 （百万円） 50,683 50,624 54,958 50,301 52,537 

総資産額 （百万円） 61,160 60,813 64,904 59,733 62,204 

１株当たり純資産額 （円） 1,201.67 1,200.41 1,276.63 1,191.96 1,245.34 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（△） 

（円） 18.56 △11.41 36.10 28.53 3.83 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 82.9 83.3 84.6 84.2 84.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 4,031 1,570 3,833 8,113 6,652 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △2,788 △3,105 △2,071 △6,085 △7,363 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円) △1,498 △716 576 △1,921 △1,171 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（百万円） 9,418 7,573 11,323 9,516 9,052 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

2,554 

[301] 

2,572 

[340] 

2,668 

[385] 

2,575 

[307] 

2,618 

[345] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第72期中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。  

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自平成16年 
２月１日 
至平成16年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 
至平成18年 
７月31日 

自平成16年 
２月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成18年 
１月31日 

売上高 （百万円） 13,429 14,881 17,023 27,541 30,894 

経常利益 （百万円） 1,224 1,332 1,654 2,392 2,465 

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△） 
（百万円） 669 △224 1,161 1,072 528 

資本金 （百万円） 16,403 16,403 16,403 16,403 16,403 

発行済株式総数 （株） 43,025,865 43,025,865 43,025,865 43,025,865 43,025,865 

純資産額 （百万円） 43,144 43,020 46,121 43,475 44,010 

総資産額 （百万円） 52,091 51,478 52,754 51,400 50,562 

１株当たり純資産額 （円） 1,022.92 1,020.09 1,071.98 1,030.14 1,043.16 

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（△） 

（円） 15.87 △5.31 27.41 24.73 12.06 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） 2.50 2.50 5.00 7.50 5.00 

自己資本比率 (％） 82.8 83.6 87.4 84.6 87.0 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人） 

1,253 

[238] 

1,250 

[282] 

1,252 

[301] 

1,248 

[247] 

1,232 

[278] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、臨時雇用者には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

２．その他事業の従業員はモーターコア事業と同一部門に所属しており、区分することが困難なため、モーター

コア事業に含めて記載しております。 

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時雇用者には、パートタイマー

及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

(3) 労働組合の状況 

組合結成以来、労使双方の相互理解により労使関係は穏健であり、すべて当事者間の協議により円満に推移してお

ります。 

  平成18年７月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

プレス用金型 374 （40）  

ＩＣリードフレーム 1,437 （233）  

ＩＣ組立 190 （40）  

工作機械 102 （12）  

モーターコア（その他含む） 168 （15）  

全社（共通） 397 （45）  

合計 2,668 （385）  

  平成18年７月31日現在

従業員数（人） 1,252 （301）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間の当社グループを取り巻く環境は、世界的な素材価格（銅、ニッケル、原油等）の高騰が継続

する中、国内においては、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や、雇用環境の改善と所得の緩やかな増加に伴う個

人消費に支えられたことにより景気は回復基調で推移してまいりました。海外においては、米国では先行きの減速懸

念はあるものの、個人消費や設備投資の増加が続くなど、景気は順調に推移し、欧州でも、緩やかな景気回復の動き

が見られました。また、アジアでは、中国を始めとする各地で景気の拡大が見られました。 

 このような状況のもと、当社グループは、グローバルな受注活動と高付加価値品の受注拡大に注力するとともに、

グループをあげて生産性向上、原価低減に取り組んでまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は269億６千６百万円（前年同期比23.2％増）、営業利益は20億２千

６百万円（前年同期比74.2％増）、経常利益は20億４千５百万円（前年同期比64.4％増）、中間純利益につきまして

は15億３千万円（前年同期中間純損失４億８千１百万円）となりました。 

なお、セグメント別の業績は以下のとおりであります。 

①事業の種類別セグメント 

（プレス用金型事業） 

前期にありました家電向け大型モーター需要が一服したことなどにより、売上高は28億４千７百万円（前年同期比

14.7％減）となりました。営業利益は生産性向上に努め収益性は向上しましたが、減収の影響により４億５千９百万

円（前年同期比11.0％減）となりました。 

（ＩＣリードフレーム事業） 

国内外においてシェア拡大を目指し積極的な受注活動に取り組みました。また、主要購入材料の価格高騰に対して

は、生産性向上、原価低減及び難易度の高い高付加価値製品の拡販に努めてまいりました。この結果、売上高は180

億３千７百万円（前年同期比35.2％増）、営業利益は14億３千６百万円（前年同期比125.9％増）となりました。 

（ＩＣ組立事業） 

リードフレームパッケージを中心に国内市場に適合する製品の拡販に取り組みましたが、売上高は20億８千４百万

円（前年同期比6.2％減）となりました。一方、営業利益は生産性向上及びテスト事業の強化に努めた結果、１億７

千４百万円（前年同期比51.6％増）となりました。 

（工作機械事業） 

グループ内他セグメントへの内部売上高は減少しましたが、アジア地域及び国内販売が堅調に推移したことに加

え、製造面においても原価低減に努めた結果、売上高は15億３千万円（前年同期比2.1％減）、営業利益は１億２千

５百万円（前年同期比45.7％増）となりました。 

（モーターコア事業） 

家電業界並びに自動車業界向けのモーターコアの拡販に努め、併せて生産性向上に取り組んだ結果、売上高は42億

４千４百万円（前年同期比20.1％増）、営業利益は２億２千２百万円（前年同期比115.6％増）となりました。 

なお、上記の事業の種類別売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高18億４千２百万円が含まれておりま

す。 

  

 また、当中間会計期間の当社個別の業績につきましては、売上高は170億２千３百万円（前年同期比14.4％増）、

中間純利益は11億６千１百万円（前年同期中間純損失２億２千４百万円）となりました。 



②所在地別セグメント 

（日本） 

日本国内においては、ＩＣリードフレーム製品及び自動車業界向けモーターコア製品の販売が増加したことによ

り、当中間連結会計期間の売上高は171億７千５百万円（前年同期比14.6％増）となりました。また、生産性向上、

原価低減に取り組むと共に、ＩＣリードフレーム製品において、難易度の高い高付加価値製品の拡販に努めた結果、

営業利益は15億１千８百万円（前年同期比67.0％増）となりました。 

（アジア） 

アジアにおいても、主力のＩＣリードフレーム製品の販売が増加したこと、及び生産性向上、原価低減に努めた結

果、売上高は121億４千７百万円（前年同期比31.4％増）、営業利益は８億９千４百万円（前年同期比59.7％増）と

なりました。 

（米国） 

米国における商事取引においては、外部顧客への売上高は増加したものの、セグメント間の内部売上高又は振替高

が減少したことにより、売上高は２億７千１百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は４百万円（前年同期比

62.6％減）となりました。 

なお、上記の所在地別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高26億２千７百万円が含まれております。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ22億７

千１百万円増加し113億２千３百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は38億３千３百万円（前年同期比22億６千３百万円増）となりました。 

これは、主に税金等調整前中間純利益20億２千万円（前年同期比18億６千７百万円増）、減価償却費24億６百万円

（前年同期比１億５千３百万円増）、仕入債務の増加５億７千万円（前年同期比４百万円減）などによる資金の増加

及び売上債権の増加９億４千５百万円（前年同期比16億７千１百万円減）などによる資金の減少によるものでありま

す。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は20億７千１百万円（前年同期比10億３千３百万円減）となりました。 

資金の用途は、主に有形固定資産の取得19億４千７百万円（前年同期比８千７百万円減）であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は５億７千６百万円（前年同期比12億９千２百万円増）となりました。 

これは、主に自己株式の売却11億８千６百万円による資金の増加及び長期借入金の約定返済５億３百万円による資

金の減少によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間の生産、受注及び販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

(1）生産実績 

(2）受注状況 

(3）販売実績 

（注）１. 生産実績の金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前年同期比（％） 

プレス用金型 （百万円） 2,282 100.7 

ＩＣリードフレーム （百万円） 17,759 133.1 

ＩＣ組立 （百万円） 2,089 93.9 

工作機械 （百万円） 832 109.4 

モーターコア （百万円） 4,240 119.0 

その他 （百万円） 28 78.9 

合計 （百万円） 27,232 122.7 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

プレス用金型 2,156 92.5 1,041 105.2 

ＩＣリードフレーム 18,101 132.2 1,818 109.3 

ＩＣ組立 2,204 98.8 422 119.5 

工作機械 1,110 148.9 377 268.0 

モーターコア 4,231 116.0 317 129.4 

その他 36 105.5 18 － 

合計 27,840 122.7 3,996 117.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前年同期比（％） 

プレス用金型 （百万円） 1,967 86.3 

ＩＣリードフレーム （百万円） 17,838 136.7 

ＩＣ組立 （百万円） 2,084 93.8 

工作機械 （百万円） 828 108.9 

モーターコア （百万円） 4,219 119.5 

その他 （百万円） 28 81.4 

合計 （百万円） 26,966 123.2 



３【対処すべき課題】 

堅調に推移してきた米国経済が、緩やかに減速傾向に入るとの懸念材料はありますが、わが国経済は設備投資と個

人消費が牽引して堅調に推移すると予想されております。 

 当社グループの主たる需要先である半導体業界においては、薄型テレビ市場が拡大する一方、パソコン、ＤＶＤレ

コーダー市場の低迷などにより、在庫調整局面入りの兆しも見られるとの予想もあり、先行きの不透明感は深まる状

況にあります。また、価格競争による低価格化は今後も継続するものと推測され、併せて当社の主要購入材価格に影

響する非鉄金属、鉄、原油価格等の建値は更に上昇の懸念があり、当社グループを取り巻く環境は引き続き厳しいも

のと予想されます。このような環境下において、当社グループは、当社グループが有する超精密加工技術を活かした

事業展開により、収益の拡大を図ってまいります。 

＜プレス用金型事業＞ 

 引き続き生産性の向上に取り組むとともに、当社グループの強みである超精密加工技術を武器に家電・産業用及び

自動車向け超精密金型を中心にグローバルな拡販を目指してまいります。モーター需要が増大している中国地域では

広東省の新工場でのモーターコア事業拡大とともに更なる拡販を図り、欧米においても新規顧客の開拓を継続してま

いります。また、海外拠点でのメンテナンス、オーバーホール等の事業の拡大も引き続き展開してまいります。  

＜ＩＣリードフレーム事業＞ 

 エッチングとスタンピングのいずれの製法にも対応できるという利点を最大限に活かし、新製品の試作から量産ま

でを一貫してサポートできる体制と消費地立地による短納期を強みとして、受注拡大、新規顧客の開拓を継続してま

いります。製品価格下落・原材料価格上昇に対しては、生産性と材料歩留の向上、加えて難易度の高い高付加価値製

品の拡販に継続して取り組み、収益性の向上を図ってまいります。  

＜ＩＣ組立事業＞ 

 当社固有の超精密加工技術を活かしたリードフレームパッケージを中心に、国内市場において短納期化及びＩＣの

薄型化、高集積化、高放熱化という市場ニーズに適合する製品の開発、量産に取り組みます。併せてテスト事業の強

化に継続的に取り組み、収益の拡大を目指してまいります。 

＜工作機械事業＞ 

 国内において、お客様のニーズに的確に対応した製品展開、超精密研削盤の市場投入を引き続き進めることにより

収益の確保を図ります。また、米国での受注確保に努めるとともに、成長市場である中国及びアジア市場での拡販に

努め、更にメンテナンス、オーバーホール事業に引き続き取り組んでまいります。 

＜モーターコア事業＞ 

 家電用モーター需要が増大している東南アジア・中国地域において、継続して中国広東省の新工場を始めとする各

生産拠点からの供給拡大を目指してまいります。また、国内市場においては、自動車業界向け製品の需要増加に対応

するとともに、コスト低減に引き続き取り組んでまいります。 

当社グループといたしましては、「省資源・省エネは子孫へ贈る最大の贈り物」というスローガンのもと、地球環

境保全に貢献できる省資源・省エネルギーに関する技術開発に積極的に取り組み、顧客ニーズに対応する企業であり

続けることを目指してまいります。また、製品の品質、納期の基盤となる生産技術、生産方式及びコスト構造を徹底

的に分析し、改善を進めることにより、グループ全体の収益体質の強化を図ってまいります。  

４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



５【研究開発活動】 

(1）プレス用金型 

超精密加工技術を駆使し、超微細加工を要求される多ピン/ファインピッチリードフレーム用金型や高精度加工技

術を要求される大型モーターコア用金型など、永年培った技術・技能を更に高める開発を推進しております。例えば

当社の固有技術であるＭＡＣ（Ｍｉｔｓｕｉ Ａｕｔｏｍａｔｉｃ Ｃｏｒｅ ａｓｓｅｍｂｌｙ:モーターコア自動積

層システム）を進化させ、複雑な３次元異形状積層品を金型内加工する新構造のプレス金型を実用化させました。 

 今後も「省資源・省エネ」をキーワードに、生産性・歩留り向上を目指した新規製品用金型の開発に力を注ぎ、ユ

ーザーニーズに応えてまいります。 

(2）ＩＣリードフレーム 

高信頼性パッケージ対応のリードフレーム開発に取り組んでまいりました。 

 熱放散性を必要とするリードフレーム対応としては、金型技術を活かした複数材を接合するかしめ工法により、多

ピンリードフレームなど高付加価値製品の開発を行ってまいりました。またＡｇスポットめっきについては、更なる

耐熱性向上・高信頼性の実現に向けて開発を継続してまいりました。 

 環境対応といたしましては、鉛フリー化に向けてＮｉ-Ｐｄ（ニッケル－パラジウム）めっき、省資源としてめっ

き薄膜化を展開してまいりしました。使用条件が厳しい車載向けリードフレームは今後益々拡大されていくものと予

測される為、更に高密着性、高信頼性を追求してまいります。 

 その他にも半導体パッケージの小型化・高密度化・微細化・薄化など省資源に対応する表面処理技術の開発及びそ

れらの技術を組み合わせた新しいリードフレームの開発に引き続き力を入れてまいります。 

(3）ＩＣ組立 

リードフレームタイプパッケージの分野に三井ハイテックの総合力（金型、ＬＦエッチング、ＩＣ組立）を活かし

た一貫生産方式のＨＭＴ（ハイブリッド マニュファクチャリング テクノロジー）を具現化する製品としてエリア

アレイ型ＩＣパッケージの開発を推進し、量産化技術の確立に取り組んでまいりました。 

 当社固有の技術である金型・超精密加工技術、リードフレーム生産技術及び設備技術を活用し、半導体パッケージ

の更なる高密度集積及び３次元実装品の技術確立に向けて、今後も機能性を付加した新リードフレームによるＩＣ組

立品の技術開発を推進してまいります。  

(4）工作機械 

当社高精度金型の加工機に求められる高機能な工作機械の開発に取り組んでまいりました。 

 研削盤においては、インプロセス機上測定やフィードバックプログラミング自動加工の開発を行い、ナノ精度の実

現に向けて取り組みを進めております。金型や刃物工具研削で要求の高い超精密テーパー研削盤の開発も継続してま

いります。 

 パソコンを応用したＣＮＣ研削盤においては、市場ニーズの先取りによる研削アプリケーションの開発を推進して

おります。 

(5）モーターコア 

精密金型を利用した独自性の高いモーターコアの開発に取り組んでまいりました。 

 「省資源・省エネ」をテーマに、モーターの高効率化に寄与するモーターコアの開発や、低コスト化のため材料を

最大限に利用する新モーターコア工法の開発を行い、実用化に向けて注力してまいりました。 

 ハイブリッド自動車分野に加え、他の分野においてもモーターコアの生産技術開発を行っております。 

 今後もユーザーニーズを先取りするモーターコア開発を行ってまいります。 

(6）その他 

省資源・省エネ・低コスト化への取り組みとして、生産性向上や要素技術の基礎研究に注力し、コア技術の基盤拡

充を図るべく解析能力を向上させ、お客様へ提案できるように開発を推進してまいります。 

 また大学との連携や異業種との技術交流も行っており、様々な分野での開発ニーズの収集及び要素技術の蓄積にも

努めております。 

以上、当中間連結会計期間に係る研究開発費は、３億９千１百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動等はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等についての重要な変更は

ありません。 

(2）新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 94,595,700 

計 94,595,700 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年７月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年10月20日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 43,025,865 43,025,865 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

－ 

計 43,025,865 43,025,865 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年2月1日～ 

平成18年7月31日  
― 43,025 ― 16,403 ― 17,366 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)         987千株 

         日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)          1,185千株 

         日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口４)         34千株 

         資産管理サービス信託銀行㈱(年金信託口)                   1,016千株     

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株及び議決権が54個含まれ

ております。 

  平成18年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱三井クリエイト 北九州市八幡西区千代一丁目２番１号 11,213 26.06 

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 1,909 4.43 

㈱福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目１３番１号 1,552 3.60 

財団法人三井金型振興財団 北九州市八幡西区千代一丁目２番１号 1,452 3.37 

三井孝昭 北九州市八幡西区千代一丁目２番１号 1,441 3.35 

日本マスタートラスト信託

銀行㈱(信託口) 
東京都港区浜松町二丁目１１番３号 1,345 3.12 

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱(信託口４) 
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 1,341 3.11 

資産管理サービス信託銀行

㈱(年金信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番１２号 1,016 2.36 

トヨタ自動車㈱ 豊田市トヨタ町１ 935 2.17 

バンク オブ ニューヨーク 

ヨーロッパ リミテッド ル

クセンブルグ131800 

（常任代理人㈱みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室） 

６Ｄ ＲＯＵＴＥ ＤＥ ＴＲＥＶＥＳ 

Ｌ－２６３３ ＳＥＮＮＩＮＧＥＲＢＥＲ

Ｇ 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 

869 2.02 

計 － 23,077 53.63 

  平成18年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       1,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  42,871,300 428,713 － 

単元未満株式 普通株式     153,565 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数 43,025,865 － － 

総株主の議決権 － 428,713 － 



②【自己株式等】 

 （注） このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が100株（議決権の数１

個）あります。 

 なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社三井ハイテック 
北九州市八幡西区小

嶺二丁目10番1号 
1,000 ― 1,000 0.0 

計 － 1,000 ― 1,000 0.0 

月別 平成18年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 1,630 1,549 1,599 1,457 1,350 1,295 

最低（円） 1,463 1,400 1,425 1,266 1,210 1,189 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     8,690 12,516   10,171 

２．受取手形及び売掛
金 

※２   10,593 10,426   9,539 

３．棚卸資産     3,785 4,418   3,968 

４．繰延税金資産     1,004 137   399 

５．その他     589 651   752 

６．貸倒引当金     △20 △79   △37 

流動資産合計     24,643 40.5 28,071 43.3   24,794 39.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物及び構築物   27,150   29,775 29,724   

減価償却累計額   △16,428 10,721 △17,520 12,254 △17,062 12,661 

(2) 機械装置及び運
搬具 

  41,548   43,268 42,614   

減価償却累計額   △33,675 7,872 △35,358 7,910 △34,436 8,178 

(3) 工具器具備品   18,019   19,679 18,794   

減価償却累計額   △15,116 2,903 △16,474 3,205 △15,783 3,011 

(4) 土地     7,261 7,292   7,290 

(5) 建設仮勘定     556 468   485 

有形固定資産合計     29,316 48.2 31,131 47.9   31,627 50.8

２．無形固定資産     585 1.0 772 1.2   789 1.3

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券     5,137 4,226   4,477 

(2) 繰延税金資産     802 654   578 

(3) その他     1,212 930   821 

(4) 投資損失引当金     △883 △883   △883 

投資その他の資産
合計 

    6,268 10.3 4,929 7.6   4,993 8.0

固定資産合計     36,170 59.5 36,832 56.7   37,410 60.1

資産合計     60,813 100.0 64,904 100.0   62,204 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     2,479 3,204   2,699 

２．一年内返済予定長
期借入金 

    2,006 1,904   2,440 

３．未払法人税等     214 284   251 

４．その他     2,398 2,156   1,828 

流動負債合計     7,098 11.7 7,549 11.6   7,219 11.6

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     723 13   16 

２．退職給付引当金     852 891   873 

３. 役員退職慰労引当
金 

    1,440 1,439   1,466 

４．その他     46 50   61 

固定負債合計     3,062 5.0 2,395 3.7   2,418 3.9

負債合計     10,161 16.7 9,945 15.3   9,637 15.5

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     26 0.0 － －   28 0.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     16,403 27.0 － －   16,403 26.4

Ⅱ 資本剰余金     17,366 28.6 － －   17,366 27.9

Ⅲ 利益剰余金     18,795 30.9 － －   19,353 31.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    440 0.7 － －   787 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,560 △2.6 － －   △549 △0.9

Ⅵ 自己株式     △820 △1.3 － －   △824 △1.3

資本合計     50,624 83.3 － －   52,537 84.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    60,813 100.0 － －   62,204 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 16,403 25.3   － －

２．資本剰余金     － － 17,728 27.3   － －

３．利益剰余金     － － 20,850 32.1   － －

４．自己株式     － － △1 △0.0   － －

株主資本合計     － － 54,981 84.7   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － － 677 1.0   － －

２．為替換算調整勘定     － － △731 △1.1   － －

評価・換算差額等合
計 

    － － △54 △0.1   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 32 0.1   － －

純資産合計     － － 54,958 84.7   － －

負債・純資産合計     － － 64,904 100.0   － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の要約連結損益計
算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     21,880 100.0 26,966 100.0   46,356 100.0 

Ⅱ 売上原価     17,649 80.7 21,483 79.7   37,705 81.3

売上総利益     4,230 19.3 5,483 20.3   8,651 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,067 14.0 3,456 12.8   6,373 13.8

営業利益     1,163 5.3 2,026 7.5   2,278 4.9

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   51   108 129   

２．為替差益   37   － 91   

３．その他   130 219 1.0 100 208 0.8 196 418 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   13   2 23   

２. 棚卸資産評価損   24   － 29   

３．為替差損   －   75 －   

４．固定資産売却廃棄
損 

※２ 86   54 129   

５．その他   14 139 0.6 58 190 0.7 73 256 0.5

経常利益     1,244 5.7 2,045 7.6   2,439 5.3

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益 

  －   － 246   

２．国庫補助金等収入   11 11 0.0 9 9 0.0 15 261 0.6

Ⅶ 特別損失           

１．投資有価証券売却
損 

  －   － 2   

２．投資有価証券評価
損 

  －   － 26   

３．役員退職慰労金   －   35 －   

４．投資損失引当金繰
入額 

  149   － 149   

５．減損損失 ※３ 953 1,102 5.0 － 35 0.1 953 1,131 2.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    152 0.7 2,020 7.5   1,569 3.4

法人税、住民税及
び事業税 

  125   286 248   

法人税等調整額   509 635 2.9 200 486 1.8 1,137 1,385 3.0

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    △0 △0.0 3 0.0   1 0.0

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △481 △2.2 1,530 5.7   182 0.4

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     17,366 17,366

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    17,366 17,366

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     19,468 19,468

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．当期純利益   － 182

２．在外連結子会社の
機能通貨変更に伴
う利益剰余金増加
高 

※１ 50 50 50 232

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間純損失   481 －

２．配当金   210 316

３．役員賞与   31 31

（うち監査役賞与）   (5) 723 (5) 347

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    18,795 19,353

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

 少数株
主持分 

 純資産
合計 

資本金 
資本剰余
金 

利益剰余
金 

自己株式
株主資本
合計 

 その他
有価証券
評価差額
金 

 為替換
算調整勘
定 

 評価・
換算差額
等合計 

平成18年１月31日 残高 

 （百万円） 
16,403 17,366 19,353 △824 52,299 787 △549 237 28 52,566 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当     △105   △105         △105 

利益処分による役員賞与     △20   △20         △20 

中間純利益     1,530   1,530         1,530 

自己株式の取得       △2 △2         △2 

自己株式の処分   361   824 1,186         1,186 

在外連結子会社の機能通貨変更

に伴う利益剰余金の増加高※４ 
    48   48         48 

在外連結子会社の固定資産の再

評価に伴う利益剰余金の増加高

※５ 

    44   44         44 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          △109 △182 △292 3 △289 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ 361 1,496 822 2,681 △109 △182 △292 3 2,392 

平成18年７月31日 残高 

 （百万円） 
16,403 17,728 20,850 △1 54,981 677 △731 △54 32 54,958 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   152 2,020 1,569 

減価償却費   2,252 2,406 5,049 

減損損失   953 － 953 

投資損失引当金の増減額（減少：△）   149 － 149 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   23 18 44 

役員退職慰労引当金の増減額 

（減少：△) 
  25 △26 51 

受取利息及び受取配当金   △62 △117 △146 

支払利息   13 2 23 

為替差損益（差益：△）   47 21 △15 

固定資産売却廃棄損   86 54 129 

投資有価証券評価損   － － 26 

投資有価証券売却益   － － △246 

売上債権の増減額（増加：△）   △2,617 △945 △1,360 

棚卸資産の増減額（増加：△）   △204 △482 △158 

仕入債務の増減額（減少：△）   575 570 633 

未収・未払消費税等に係る増減額   69 4 35 

その他   237 463 60 

役員賞与の支払額   △31 △20 △31 

小計   1,672 3,967 6,769 

利息及び配当金の受取額   61 121 155 

利息の支払額   △15 △3 △26 

法人税等の支払額   △158 △251 △256 

法人税等の還付額   10 － 10 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,570 3,833 6,652 

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日)

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△：増加）   △347 △88 △334 

有形固定資産の取得による支出   △2,034 △1,947 △6,534 

有形固定資産の売却による収入   4 － 23 

無形固定資産の取得による支出   △29 △30 △220 

投資有価証券の取得による支出   △327 － △374 

投資有価証券の売却による収入   － － 465 

貸付けによる支出   △403 △10 △429 

貸付金の回収による収入   15 16 29 

その他   16 △11 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,105 △2,071 △7,363 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入   － － 1,156 

長期借入金の返済による支出   △503 △503 △2,006 

自己株式の取得による支出   △2 △2 △5 

自己株式の売却による収入   － 1,186 － 

配当金の支払額   △210 △105 △316 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △716 576 △1,171 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   308 △67 310 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   △1,942 2,271 △1,572 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   9,516 9,052 9,516 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   － － 1,107 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 7,573 11,323 9,052 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社17社 

（国内連結子会社） 

株式会社三井電器 

他３社 

連結子会社18社 

（国内連結子会社） 

株式会社三井電器  

他３社  

連結子会社18社 

（国内連結子会社） 

株式会社三井電器  

他３社  

 （在外連結子会社） 

ミツイ・ハイテック（シンガ

ポール）プライベート・リミ

テッド  他12社 

（在外連結子会社） 

ミツイ・ハイテック（シンガポ

ール）プライベート・リミテッ

ド  他13社  

（在外連結子会社） 

ミツイ・ハイテック（シンガ

ポール）プライベート・リミテ

ッド  他13社  

三井高科技（広東）有限公司は

操業開始に伴い、当連結会計年度

の下期首から連結の範囲に含めて

おります。 

 非連結子会社５社 

三井高科技（広東）有限公司 

株式会社三井工作所 

他３社 

非連結子会社４社 

株式会社三井工作所  

他３社  

非連結子会社４社 

株式会社三井工作所  

他３社  

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同   左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社（三井高科技（広東）有限

公司、株式会社三井工作所、他３

社）は、それぞれ中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

 なお、関連会社はありません。 

 持分法を適用していない非連結

子会社（株式会社三井工作所、他

３社）は、それぞれ中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

 なお、関連会社はありません。 

 持分法を適用していない非連結

子会社（株式会社三井工作所、他

３社）は、それぞれ当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

 なお、関連会社はありません。  

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

 連結子会社のうち三井高科技

（天津）有限公司、三井高科技電

子（東莞）有限公司、三井高科技

（上海）有限公司及び美至益（上

海）貿易有限公司の中間決算日

は、６月30日であり、中間連結財

務諸表の作成に当たっては、同中

間決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、中間連結決

算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結子会社のうち三井高科技

（天津）有限公司、三井高科技電

子（東莞）有限公司、三井高科技

（上海）有限公司、美至益（上

海）貿易有限公司及び三井高科技

（広東）有限公司の中間決算日

は、６月30日であり、中間連結財

務諸表の作成に当たっては、同中

間決算日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、中間連結決

算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

連結子会社のうち三井高科技

（天津）有限公司、三井高科技電

子（東莞）有限公司、三井高科技

（上海）有限公司、美至益（上

海）貿易有限公司及び三井高科技

（広東）有限公司の決算日は、12

月31日であり、連結財務諸表の作

成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 ② 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

主として個別法による原

価法 

② 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

同   左 

② 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

同   左 

 原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品 

同   左 

原材料及び貯蔵品 

同   左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法（ただし、当

社及び国内連結子会社につい

て、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物     31～47年 

機械装置   ５～10年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同   左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同   左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

② 無形固定資産 

同   左 

② 無形固定資産 

同   左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

 ② 投資損失引当金 

 投資に係る損失に備えるた

め、投資先の財政状態を勘案し

て実質価額の低下に相当する額

を計上しております。 

② 投資損失引当金 

同   左 

② 投資損失引当金 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。 

③ 退職給付引当金 

同   左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 当社において、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同   左 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社において、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含

めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

なお、為替予約について、振

当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約、ヘッ

ジ対象は主として外貨建営業債

権であります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

 ③ ヘッジ方針 

内規に基づき、主として輸出

売上に係る為替変動リスクを回

避するため、外貨建営業債権の

残高の範囲内でヘッジ取引を行

っております。 

なお、投機目的のためのデリ

バティブ取引は行わない方針で

あります。 

③ ヘッジ方針 

同   左 

③ ヘッジ方針 

同   左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等を基礎と

して判断しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理方法 

当社及び国内連結子会社にお

いて、消費税等の会計処理は、

税抜方式によっております。 

① 消費税等の会計処理方法 

同   左 

① 消費税等の会計処理方法 

同   左 

 ② 当社と在外連結子会社の会計

処理基準の差異の概要 

在外連結子会社の財務諸表は

所在地国において一般に公正妥

当と認められている会計処理基

準に基づいて作成しておりま

す。 

② 当社と在外連結子会社の会計

処理基準の差異の概要 

同   左 

② 当社と在外連結子会社の会計

処理基準の差異の概要 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。 

同   左 同   左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成17年１月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は953百万円減少しておりま

す。  

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。   

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成17年１月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税金等調整前当

期純利益は953百万円減少しております。  

なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。  

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

54,926百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 

―――――― （役員賞与に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用

しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は15百万円減少しており

ます。 

―――――― 



表示方法の変更 

追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券の取得による

支出」は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間から区分掲

記しております。 

なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券の取得による支出」は

△０百万円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました投資活動によ

るキャッシュ・フローの「有形固定資産の売却による収入」（当中間

連結会計期間０百万円）、「投資有価証券の取得による支出」（当中

間連結会計期間△０百万円）及び「投資有価証券の売却による収入」

（当中間連結会計期間０百万円）は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当中間連結会計期間から投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示することに変更いたしました。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法）  

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税が導入されたことに

伴い、当中間連結会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益が、それぞれ60百万円減少

しております。  

―――――― （法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法）  

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する連

結会計年度より外形標準課税が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が、それぞれ114百万円減

少しております。  

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年１月31日） 

  １ 債権譲渡契約に基づく

売上債権の一部譲渡高 

────── 

  

売掛金  981百万円 

  

売掛金  1,027百万円 

※２ 中間連結会計期間末日

満期手形の処理 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、中間連結会計期間末日満期手

形32百万円が受取手形の中間連結

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

―――――― ―――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結剰余金計算書関係）  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 販売費及び一般管理

費の主要な費目及び

金額 

運搬費 423百万円 

給与・賞与 889 

退職給付費用 35 

役員退職慰労引当

金繰入額 
25 

減価償却費 185 

研究開発費 318 

運搬費 506百万円 

給与・賞与 982 

退職給付費用 40 

役員退職慰労引当

金繰入額 
18 

減価償却費 184 

研究開発費 391 

運搬費 908百万円 

給与・賞与 1,811 

退職給付費用 80 

役員退職慰労引当

金繰入額 
51 

減価償却費 340 

研究開発費 725 

貸倒引当金繰入額 7 

※２ 固定資産売却廃棄損 

の内訳 

建物及び構築物  8百万円 

機械装置及び運搬

具 

33 

工具器具備品 43 

合計 86 

建物及び構築物  8百万円 

機械装置及び運搬

具 

10 

工具器具備品 35 

合計 54 

建物及び構築物   9百万円 

機械装置及び運搬

具 

56 

工具器具備品 60 

その他 3 

合計 129 

※３ 減損損失 当中間連結会計期間において、

遊休状態にあり今後も使用の目処

が立っていない以下の当社の資産

については、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しております。 

回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、主として不動

産鑑定評価額を基に算定しており

ます。 

用途 場所 種類 金額 

遊休

土地 

熊本県 

菊池郡

他 

土地  953 

百万円 

―――――― 当連結会計年度において、遊休

状態にあり今後も使用の目処が立

っていない以下の当社の資産につ

いては、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。 

回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、主として不動

産鑑定評価額を基に算定しており

ます。 

用途 場所 種類 金額 

遊休

土地 

熊本県 

菊池郡

他 

土地 953 

百万円 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 在外連結子会社の機能

通貨変更に伴う利益剰

余金増加高 

在外連結子会社ミツイ・ハイテ

ック（シンガポール）プライベー

ト・リミテッドが適用している現

地会計基準（ＦＲＳ）の変更に伴

い、同社の機能通貨をシンガポー

ルドルから米ドルに変更したこと

によるものであります。 

在外連結子会社ミツイ・ハイテ

ック（シンガポール）プライベー

ト・リミテッドが適用している現

地会計基準（ＦＲＳ）の変更に伴

い、同社の機能通貨をシンガポー

ルドルから米ドルに変更したこと

によるものであります。 

   



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） １．普通株式の自己株式の株式数の増加1,389株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

     ２．普通株式の自己株式の株式数の減少855,700株は、特定の第三者への譲渡による減少であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 (1)配当金支払額  

 (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの  

 ※４．在外連結子会社の機能通貨変更に伴う利益剰余金の増加高 

在外連結子会社ミツイ・ハイテック（ホンコン）リミテッド及びミツイ・ハイテック(フィリピン）インコーポレ

イテッドが適用している現地会計基準の変更に伴い、同社の機能通貨をそれぞれホンコンドル及びフィリピンペソ

から米ドルに変更したことによるものであります。  

 ※５．在外連結子会社の固定資産の再評価に伴う利益剰余金の増加高 

在外連結子会社ミツイ・ハイテック（ホンコン）リミテッドが適用している現地会計基準の変更に伴い、同社の

固定資産を再評価したことによるものであります。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 43,025,865 － － 43,025,865 

合計 43,025,865 － － 43,025,865 

自己株式     

普通株式（注）１、２ 855,387 1,389 855,700 1,076 

合計 855,387 1,389 855,700 1,076 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり配当
額 

基準日 効力発生日 

平成18年４月27日 

定時株主総会 
普通株式 105百万円 ２円50銭 平成18年１月31日 平成18年４月28日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 

平成18年9月28日 

取締役会 
普通株式 215百万円  利益剰余金 ５円  平成18年７月31日 平成18年10月27日

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 8,690百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△1,116 

現金及び現金同等物 7,573 

現金及び預金勘定   12,516百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△1,193 

現金及び現金同等物 11,323 

現金及び預金勘定 10,171百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△1,119 

現金及び現金同等物 9,052 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年２月１日 至平成17年７月31日）、当中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月

31日）及び前連結会計年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

該当事項はありません。 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

記載すべき該当事項はありま

せん。 

同   左 同   左 

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年７月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年７月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年１月31日) 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借
対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借
対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 株式 631 1,370 738 412 1,549 1,136 412 1,732 1,320 

合計 631 1,370 738 412 1,549 1,136 412 1,732 1,320 

種類 

前中間連結会計期間末 

(平成17年７月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年７月31日) 

前連結会計年度末 

(平成18年１月31日) 

中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券       

非上場株式 1,343 1,385 1,419 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年２月１日 至平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

前連結会計年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

内部管理上設定している売上集計単位を基準として区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

プレス用金型……………モーターコア用抜型、その他の各種部品用精密金型 

ＩＣリードフレーム……ＩＣリードフレーム 

ＩＣ組立…………………ＩＣ組立製品 

工作機械…………………平面研削盤、レベラー等 

モーターコア……………モーターコア製品 

その他……………………その他プレス打抜加工製品他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間318百万円、当中間連結会計期間

391百万円、前連結会計年度725百万円であり、その主なものは、研究開発費であります。 

  
プレス

用金型 

(百万円) 

ＩＣリ

ードフ

レーム 

(百万円)

ＩＣ組

立 

(百万円)

工作機

械 

(百万円)

モータ

ーコア 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又

は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売上高 2,280 13,051 2,222 760 3,530 34 21,880 － 21,880 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
1,057 291 － 803 4 39 2,196 (2,196) － 

 計 3,337 13,343 2,222 1,563 3,535 73 24,077 (2,196) 21,880 

営業費用 2,821 12,708 2,107 1,477 3,432 48 22,594 (1,878) 20,716 

営業利益 516 635 115 86 103 25 1,482 (318) 1,163 

  
プレス

用金型 

(百万円) 

ＩＣリ

ードフ

レーム 

(百万円)

ＩＣ組

立 

(百万円)

工作機

械 

(百万円)

モータ

ーコア 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又

は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売上高 1,967 17,838 2,084 828 4,219 28 26,966 － 26,966 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
879 198 － 702 24 37 1,842 (1,842) － 

 計 2,847 18,037 2,084 1,530 4,244 65 28,809 (1,842) 26,966 

営業費用 2,387 16,601 1,909 1,405 4,022 65 26,391 (1,451) 24,940 

営業利益 459 1,436 174 125 222 0 2,418 (391) 2,026 

  
プレス

用金型 

(百万円) 

ＩＣリ

ードフ

レーム 

(百万円)

ＩＣ組

立 

(百万円)

工作機

械 

(百万円)

モータ

ーコア 

(百万円)

その他 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又

は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対する売上高 4,395 28,732 4,406 1,557 7,206 58 46,356 － 46,356 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
2,297 505 － 1,436 7 85 4,332 (4,332) － 

 計 6,693 29,237 4,406 2,994 7,213 144 50,689 (4,332) 46,356 

営業費用 5,703 27,741 4,210 2,853 7,072 103 47,685 (3,607) 44,078 

営業利益 989 1,495 196 140 141 40 3,003 (725) 2,278 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年２月１日 至平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

前連結会計年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国は次のとおりであります。 

アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間318百万円、当中間連結会計期間

391百万円、前連結会計年度725百万円であり、その主なものは、研究開発費であります。 

  
日本 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

米国 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 12,561 9,100 217 21,880 － 21,880 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
2,430 142 56 2,629 (2,629) － 

 計 14,991 9,243 274 24,509 (2,629) 21,880 

営業費用 14,081 8,683 262 23,027 (2,310) 20,716 

営業利益 909 560 12 1,482 (318) 1,163 

  
日本 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

米国 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 14,791 11,907 268 26,966 － 26,966 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
2,383 239 3 2,627 (2,627) － 

 計 17,175 12,147 271 29,594 (2,627) 26,966 

営業費用 15,656 11,252 267 27,175 (2,235) 24,940 

営業利益 1,518 894 4 2,418 (391) 2,026 

  
日本 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

米国 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 25,793 20,106 456 46,356 － 46,356 

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高 
5,344 338 117 5,801 (5,801) － 

 計 31,138 20,444 574 52,157 (5,801) 46,356 

営業費用 29,426 19,185 541 49,153 (5,075) 44,078 

営業利益 1,711 1,259 32 3,003 (725) 2,278 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年２月１日 至平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

前連結会計年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……シンガポール・中国・タイ・マレーシア・台湾・フィリピン等 

(2)その他の地域…ヨーロッパ・アフリカ・オセアニア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 11,027 398 423 11,849 

Ⅱ 連結売上高 （百万円）       21,880 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合 
（％） 50.4 1.8 2.0 54.2 

  アジア 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 14,771 452 715 15,939 

Ⅱ 連結売上高 （百万円）       26,966 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合 
（％） 54.8 1.7 2.6 59.1 

  アジア 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 24,144 838 938 25,922 

Ⅱ 連結売上高 （百万円）       46,356 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合 
（％） 52.1 1.8 2.0 55.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,200.41円

１株当たり中間純損失金額 11.41円

１株当たり純資産額 1,276.63円

１株当たり中間純利益金額 36.10円

１株当たり純資産額 1,245.34円

１株当たり当期純利益金額 3.83円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間純損失が

計上されており、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△） 
（百万円） △481 1,530 182 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 20 

（うち利益処分による役員賞与） （百万円） （－） （－） (20) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益又は中間純損失（△） 
（百万円） △481 1,530 161 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 42,173 42,383 42,172 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年７月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年７月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   4,105   5,043 4,627   

２．受取手形 ※４ 400   464 359   

３．売掛金   8,265   7,063 6,929   

４．棚卸資産   1,912   2,341 1,844   

５．その他   2,454   2,034 2,156   

６．貸倒引当金   △1   △0 △0   

流動資産合計     17,137 33.3 16,946 32.1   15,917 31.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   8,001   7,667 7,843   

(2) 機械装置   5,360   5,423 5,491   

(3) 土地   6,838   6,838 6,838   

(4) 建設仮勘定   325   204 301   

(5) その他   2,277   2,373 2,185   

有形固定資産合計     22,804 44.3 22,507 42.7   22,661 44.8

２．無形固定資産     180 0.3 194 0.4   197 0.4

３．投資その他の資産           

(1) 関係会社株式   10,570   10,570 10,570   

(2) 繰延税金資産   733   577 520   

(3) その他   2,668   4,575 3,312   

(4) 投資損失引当金   △2,617   △2,617 △2,617   

投資その他の資産
合計 

    11,355 22.1 13,106 24.8   11,786 23.3

固定資産合計     34,340 66.7 35,808 67.9   34,645 68.5

資産合計     51,478 100.0 52,754 100.0   50,562 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年７月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年７月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   1,600   1,827 1,476   

２．一年内返済予定長
期借入金 

  2,000   500 1,000   

３．その他   2,018   1,925 1,675   

流動負債合計     5,618 10.9 4,253 8.1   4,152 8.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   500   － －   

２. 退職給付引当金   852   891 873   

３．役員退職慰労引当
金 

  1,440   1,439 1,466   

４．その他   46   48 59   

固定負債合計     2,839 5.5 2,379 4.5   2,399 4.8

負債合計     8,458 16.4 6,632 12.6   6,552 13.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     16,403 31.9 － －   16,403 32.4

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   17,366   － 17,366   

資本剰余金合計     17,366 33.7 － －   17,366 34.3

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   692   － 692   

２．任意積立金   8,918   － 8,918   

３．中間（当期）未処
分利益 

  20   － 667   

利益剰余金合計     9,630 18.7 － －   10,277 20.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    440 0.9 － －   787 1.6

Ⅴ 自己株式     △820 △1.6 － －   △824 △1.6

資本合計     43,020 83.6 － －   44,010 87.0

負債・資本合計     51,478 100.0 － －   50,562 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年７月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年７月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － 16,403 31.1   － 

２．資本剰余金           

（1）資本準備金   －   17,366 －   

（2）その他資本剰余
金 

  －   361 －   

資本剰余金合計     － － 17,728 33.6   － －

３．利益剰余金           

（1）利益準備金   －   692 －   

（2）その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   －   8 －   

退職積立金   －   260 －   

別途積立金   －   8,983 －   

繰越利益剰余金   －   1,370 －   

利益剰余金合計     － － 11,313 21.4   － －

４．自己株式     － － △1 △0.0   － －

株主資本合計     － － 45,444 86.1   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評
価差額金 

    － － 677 1.3   － －

評価・換算差額等合
計 

    － － 677 1.3   － －

純資産合計     － － 46,121 87.4   － －

負債・純資産合計     － － 52,754 100.0   － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     14,881 100.0 17,023 100.0   30,894 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,017 80.8 13,519 79.4   25,108 81.3

売上総利益     2,864 19.2 3,503 20.6   5,785 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    2,452 16.4 2,656 15.6   4,998 16.2

営業利益     411 2.8 847 5.0   787 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,053 7.1 909 5.3   1,870 6.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   132 0.9 101 0.6   192 0.6

経常利益     1,332 9.0 1,654 9.7   2,465 8.0

Ⅵ 特別利益 ※３   － － － －   246 0.8

Ⅶ 特別損失 ※４   1,011 6.8 35 0.2   1,013 3.3

税引前中間（当
期）純利益 

    321 2.2 1,619 9.5   1,698 5.5

法人税、住民税及
び事業税 

  53   154 94   

法人税等調整額   492 545 3.7 303 457 2.7 1,074 1,169 3.8

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △224 △1.5 1,161 6.8   528 1.7

前期繰越利益     244 －   244 

中間配当額     － －   105 

中間（当期）未処
分利益 

    20 －   667 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

特別償
却準備
金 

退職積
立金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年１月31日 残高 

（百万円） 
16,403 17,366 － 17,366 692 － 260 8,658 667 10,277 △824 43,223 

中間会計期間中の変動額             

特別償却準備金の繰入           8     △8 －   － 

別途積立金の積立               325 △325 －   － 

剰余金の配当                 △105 △105   △105 

利益処分による役員賞与                 △20 △20   △20 

中間純利益                 1,161 1,161   1,161 

自己株式の取得                     △2 △2 

自己株式の処分     361 361             824 1,186 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                      － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 361 361 － 8 － 325 702 1,036 822 2,220 

平成18年７月31日 残高 

（百万円） 
16,403 17,366 361 17,728 692 8 260 8,983 1,370 11,313 △1 45,444 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年１月31日 残高 

（百万円） 
787 44,010 

中間会計期間中の変動額   

特別償却準備金の繰入   － 

別途積立金の積立   － 

剰余金の配当   △105 

利益処分による役員賞与   △20 

中間純利益   1,161 

自己株式の取得   △2 

自己株式の処分   1,186 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△109 △109 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△109 2,111 

平成18年７月31日 残高 

（百万円） 
677 46,121 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)  有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同   左 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同   左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 (2) 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

主として個別法による原

価法 

(2) 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

同   左 

(2) 棚卸資産 

商品、製品及び仕掛品 

同   左 

 原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品 

同   左 

原材料及び貯蔵品 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物     31～47年 

機械装置   ５～10年 

(1) 有形固定資産 

同   左 

(1) 有形固定資産 

同   左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2) 無形固定資産 

同   左 

(2) 無形固定資産 

同   左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

 (2) 投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の

財政状態を勘案して実質価額

の低下に相当する額を計上し

ております。 

(2) 投資損失引当金 

同   左 

(2) 投資損失引当金 

同   左 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 

同   左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同   左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同   左 外貨建金銭債権債務は、決算期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同   左 同   左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっております。 

なお、為替予約について、

振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用して

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同   左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同   左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約、 

ヘッジ対象は主として外貨建

営業債権であります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

 (3) ヘッジ方針 

内規に基づき、主として輸

出売上に係る為替変動リスク

を回避するため、外貨建営業

債権の残高の範囲内でヘッジ

取引を行っております。 

なお、投機目的のためのデ

リバティブ取引は行わない方

針であります。 

(3) ヘッジ方針 

同   左 

(3) ヘッジ方針 

同   左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原

則としてヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の

変動額等を基礎として判断し

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同   左 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は、相殺のうえ流

動負債の「その他」に含めて

おります。 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成17年１月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前中間純利益は953

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成17年１月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は953百万

円減少しております。  

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。  

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間から、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

46,121百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――― 

―――――― （役員賞与に係る会計基準） 

当中間会計期間から、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第４号）を適用して

おります。 

これにより、営業利益、経常利益、及び税

引前中間純利益は15百万円減少しておりま

す。 

―――――― 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法）  

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益が、それぞれ55百万円減少してお

ります。 

―――――― （法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法）  

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に

従い、法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が、それぞれ111百万円減少して

おります。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年７月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度末 
（平成18年１月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

52,254百万円       54,781百万円       53,629百万円 

 ２．保証債務 関係会社の金融機関からの借入

金に対し、債務保証を行っており

ます。 

関係会社の金融機関からの借入

金に対し、債務保証を行っており

ます。 

関係会社の金融機関からの借入

金に対し、債務保証を行っており

ます。 

  ㈱三井電器 26百万円 ㈱三井電器   20百万円 ㈱三井電器   23百万円 

 ３．債権譲渡契約に基づく

売上債権の一部譲渡高 

────── 売掛金  981百万円 売掛金  1,027百万円 

※４．中間会計期間末日満期

手形の処理 

中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日は金

融機関の休日であったため、中間

会計期間末日満期手形32百万円が

受取手形の中間会計期間末残高に

含まれております。 

────── ────── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） １．普通株式の自己株式の株式数の増加1,389株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

     ２．普通株式の自己株式の株式数の減少855,700株は、特定の第三者への譲渡による減少であります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 営業外収益の主要

項目 

受取利息 12百万円 

受取配当金 379 

経営指導料 448 

受取利息   25百万円 

受取配当金 250 

経営指導料 504 

受取利息   31百万円 

受取配当金 590 

経営指導料  938 

※２ 営業外費用の主要

項目 

支払利息 10百万円 

固定資産売却廃棄損   

建物 8 

機械装置 31 

その他 38 

合計 79 

支払利息   2百万円 

固定資産売却廃棄損   

建物 6 

機械装置 9 

その他 8 

合計 24 

支払利息   18百万円 

固定資産売却廃棄損   

建物 9 

機械装置 39 

その他 50 

合計 99 

※３ 特別利益の主要項

目 

―――――― ―――――― 投資有価証券売却

益 

  246百万円 

※４ 特別損失の主要項

目 

当中間会計期間において、遊休状

態にあり今後も使用の目処が立って

いない以下の資産については、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上して

おります。 

回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、主として不動産鑑

定評価額を基に算定しております。 

投資損失引当金繰

入額 

58百万円 

減損損失   

用途 場所 種類 金額 

遊休

土地 

熊本県

菊池郡

他 

土地  953 

百万円 

役員退職慰労金   35百万円 

当事業年度において、遊休状態に

あり今後も使用の目処が立っていな

い以下の資産については、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上しており

ます。 

回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、主として不動産鑑

定評価額を基に算定しております。 

投資損失引当金繰

入額 

   58百万円 

減損損失    

用途 場所 種類 金額 

遊休

土地 

熊本県

菊池郡

他 

土地     953 

百万円 

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 1,505百万円 

無形固定資産 28 

有形固定資産  1,517百万円 

無形固定資産 33 

有形固定資産  3,329百万円 

無形固定資産 58 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

自己株式          

普通株式（注）１、２ 855,387 1,389 855,700 1,076 

合計 855,387 1,389 855,700 1,076 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

記載すべき該当事項はありま

せん。 

同   左 同   左 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,020.09円

１株当たり中間純損失金額 5.31円

１株当たり純資産額     1,071.98円

１株当たり中間純利益金額     27.41円

１株当たり純資産額     1,043.16円

１株当たり当期純利益金額      12.06円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間純損失が

計上されており、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日) 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△） 
（百万円） △224 1,161 528 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 20 

（うち利益処分による役員賞与金） （百万円） （－） （－） (20) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失（△） 
（百万円） △224 1,161 508 

普通株式の期中平均株式数 （千株）  42,173 42,383 42,172 



(2）【その他】 

平成18年9月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額…………………………215百万円 

１株当たりの金額………………………………………5円00銭 

支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成18年10月27日 

（注）平成18年７月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 （ 事業年度  自平成17年２月１日 平成18年４月28日 

及びその添付書類 （第72期） 至平成18年１月31日 ） 関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書   平成18年５月１日 

    関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であ

ります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年１０月２１日

株式会社三井ハイテック       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福岡 典昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本野 正紀  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三井ハイテックの平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年２月１日から平成１７年７月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成１７年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年２月１日から平成１７年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年１０月１０日

株式会社三井ハイテック       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福岡 典昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本野 正紀  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三井ハイテックの平成１８年２月１日から平成１９年１月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年２月１日から平成１８年７月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成１８年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１８年２月１日から平成１８年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年１０月２１日

株式会社三井ハイテック       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福岡 典昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本野 正紀  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三井ハイテックの平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第７２期事業年度の中間会計期間（平成１７

年２月１日から平成１７年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社三井ハイテックの平成１７年７月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年２月１日から平成１７年７月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年１０月１０日

株式会社三井ハイテック       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福岡 典昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本野 正紀  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社三井ハイテックの平成１８年２月１日から平成１９年１月３１日までの第７３期事業年度の中間会計期間（平成１８

年２月１日から平成１８年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社三井ハイテックの平成１８年７月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年２月１日から平成１８年７月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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